
109移民政策研究　第 １５ 号

キーワード：ローカル・シティズンシップ，社会統合政策，承認と政治参加

本論では各自治体のローカル・シティズンシップとしての社会統合政策に着目し，その実質的な

権利やサービスの付与に向けた取組がどのように位置づけられ，展開されているのかを自治体間の

比較の中で分析している。

各種政策の推進により，社会統合や社会包摂が進められ，さらには外国人の帰属意識や集合

的アイデンティティを高め社会的結束の強化へとつながっていく。このことは「移民統合指標
（ＭＩＰＥＸ）」をはじめ，ＭＣ２ＣＭにおける政策報告書などにおいても言及されており，社会統合政

策を推し進めていくことの必要性やその効用が明らかになっている。

こうした枠組みを前提にしながら自治体間の比較においては，ＭＣ２ＣＭの報告書を参照に「承認

と政治参加」「包摂」「ケア」を政策の分類視点として，各自治体の「多文化共生推進プラン」など

に掲載する施策内容をもとに分類し，数量化して評価・検証を行っている。各プランの評価，さら

に他の指標も加えて分析を行った結果，「包摂」「ケア」それぞれと「承認と政治参加」に相互関係

がみられるとともに，外国人人口や在留資格も各自治体の政策や権利付与に影響していると考えら

れる。

１　はじめに

本論では日本における地方自治体間での比較を通じて，多文化共生に関する政策的な特徴を明ら

かにしていく。

日本の地域社会に住む外国人においては，一時滞在者のメンタリティとして経済的動機や短期滞

在であることにより，地域社会への関心が低かったり，参加につながらなかったりすること（Tsuda， 

２００６a：２７９－２８０）が指摘されている。こうした状況に対して，ソラノとハドルストン（Solano and 

Huddleston）は社会統合政策が外国人の帰属意識や信頼を向上させ，その解決の糸口になることを

示唆している。「移民統合政策指標（ＭＩＰＥＸ）２０２０」によると，移民統合政策を推し進めることは，

移民及びホスト社会の相互に影響し，一般市民と移民の間での積極的な態度や交流を高めるととも
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に，移民の帰属意識をはじめ，幸福感や信頼感を高めるといった好循環を生み，移民自身の積極的

な態度の発展が見込まれる（Solano and Huddleston， ２０２０：１７）という。この言及は国レベルに対す

るものであるが，これを地域に置き換えたとしても十分に該当し，参照できる内容だといえよう。

このように社会統合政策を整備し進めていくことは，移民の統合や社会化にもつながっていく手

がかりにもなると考えられるため，この論点に着目しながら本論では日本における社会統合政策に

焦点をあて，外国人市民へのローカル・シティズンシップに対してどのようなアプローチがなされ

ているのかを明らかにしていく。

ローカル・シティズンシップとは，「地方政府や組織によって，地域コミュニティにおいて登録さ

れた成員としての移民への基礎的な社会政治的な権利やサービス」（Tsuda， ２００６b：７）とされている。

この定義を踏まえ筆者は，国の出入国管理に基づくシティズンシップとは異なり，地域生活の観点

からサービスや権利へのつながりだけでなく，地域に住む人と人のつながりの実践やアイデンティ

ティを含む広義な概念として，ローカル・シティズンシップを「つながる権利」と位置づけている

（小林，２０２２）。本論ではこのローカル・シティズンシップのうち，自治体の社会統合政策に基づく

サービスや権利へのつながりの側面に着目し，ローカル・シティズンシップを生み出す政策を分析

することで，本論の目的にアプローチしていく。分析にあたっては，この分野における各自治体の

方針や政策の根底をなす「多文化共生推進プラン」をもとに，各自治体が社会統合政策としてどの

ような取組を講じようとしているのかを比較・検証していく。

比較・検証をするにあたり，客観的な評価が可能となるよう，分析視点や指標などを設定する必

要がある。評価指標としてＭＩＰＥＸがあげられるが，ＭＩＰＥＸは法制度の整備をはじめ，家族の呼

び寄せ，国籍取得なども指標項目となっており，地域や都市における社会統合政策への適用が困難

であり，別の分析視点が必要である ＊１。また，準拠枠として国が策定した「地域における多文化共

生推進プラン」を参照することも考えられるが，ＭＩＰＥＸにおける「統合なき受け入れ」といった

日本への評価を加味すると，国内視点にとどまらず，さらに幅広い視野からアプローチする必要が

ある ＊２。そこで地域の社会統合政策を促進する地中海都市間移民プロジェクト（Mediterranean City 

to City Migration：ＭＣ２ＣＭ）を参照し，評価項目を設ける。このプロジェクトでは，ローカル・シ

ティズンシップとして包摂的な政策や社会の構築，承認や帰属意識の向上などに基づく社会的結束

の強化にも論点が及んでおり，本論において非常に参考になるプロジェクトである。こうしたプロ

ジェクトでの議論や考え方を先行研究・事例として参照しながら，日本の地域における社会統合政

策の特性を明らかにしていく。

２　社会的結束とローカル・シティズンシップ

Nagai（２０２０）はＭＩＰＥＸを参照し，日本の地方自治体の社会統合政策の特徴を分析しているが，

その中でＭＩＰＥＸを地域レベルに据えて分析する困難を指摘している（Nagai， ２０２０）。近藤や山脇も，

ＭＩＰＥＸによる日本への評価を真摯に受け止めつつ，留意点を示している（近藤，２０１２；Kondo and 

Yamawaki， ２０１４）。
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こうした研究での論調も踏まえ，地域における社会統合政策の比較では，ＭＣ２ＣＭでのローカ

ル・シティズンシップの視点を活用して分析を試みることにする。まずはＭＣ２ＣＭの概要をみてみ

よう。

ＭＣ２ＣＭは，ウィーンにあるＩＣＭＰＤ（International Centre for Migration Policy Development）を

はじめ，ＵＣＬＧ（United Cities and Local Governments）や UN-Habitat などの共同・後援により進め

られているプロジェクトである。主に，地中海を挟む南北の都市間が連携し，相互の対話や学習に

よる事例や政策を学んだり，知の集積，さらにはこれらをもとに実践を行ったりすることを通じて，

都市における権利に基づく移民ガバナンスの改善に貢献していくことを目的としている ＊３。このプ

ロジェクトは移民のポテンシャルをもとに，さらに開かれ，包摂的な都市へと発展させていくこと

をねらいとして，地方政府をはじめとする各アクターの連携・協働の促進や情報共有，能力向上な

どのためのプログラムの構築を目的としている。移民の文化的多様性を都市の強みや発展の源泉な

どとしてポジティブにとらえていくＭＣ２ＣＭの観点は，インターカルチュラル・シティ・プログラ

ム（Intercultural Cities [ICC] Programme）と相通じるといえる。

ＭＣ２ＣＭを通じて都市のリーダーや公務員，地域，国，そして国際的な学際的専門家たちが，移

民の基本的なサービスや人権へのアクセスを含む，都市の移民ガバナンスについての議論を行うと

ともに，その中からともに学び，改善に貢献していけるよう，取り組んでいる。こうしたねらいや

目的のもとＭＣ２ＣＭでは，移民ガバナンスに関する提言や事例共有の場として，社会的結束やロー

カル・シティズンシップなどの各テーマをもとにした学習会が開催されている。

次項では大きな枠組みとなる社会的結束に関する議論を整理しつつ，ＭＣ２ＣＭにおいて議論され

ているローカル・シティズンシップの内容や要素を整理していく。

⑴ 社会的結束の概念化をめぐる議論

社会的結束は，社会的調和が失われた瞬間の結束の確立を試みるために使われている用語であ

り，メコアとブサリ（Mekoa and Busari）（２０１８）によれば，社会的結束は帰属意識を構築するための

能力を意味し，その焦点は，各市民をガバナンスに包含することや周縁性を縮小することによって

機会の平等性を保障する社会への関わりや能力に向いている（Mekoa and Busari， ２０１８：１１３）という。

また社会的結束は参加の形式や政党，労働組合や他の政府機関などを含む他の代表的な機関の正当

性といった基本的な民主主義的実践に関連して説明され，近代の複数的で自由民主的世界において，

権力や資源へのアクセスをめぐる闘争を解決するための社会の能力として解釈されている（Mekoa 

and Busari， ２０１８：１１３）という。

社会的結束はローカル・シティズンシップとして実質的な権利やサービスを付与していく中で，

機会の平等性や移民の参加を促すとともに，移民の集合的アイデンティティや帰属意識を高め，相

互のつながりを強化していくことを意味し，また社会的な軋轢や葛藤を緩和し，抑制していく社会

的な能力といえる。こうした観点から，ローカル・シティズンシップと社会的結束は一体的に語ら

れる必要性があり，ローカル・シティズンシップを付与し，社会的結束といった状況や能力を生み

出し，高めていくことは地域の役割としてとらえることができる。
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社会的結束について国連は，「社会内での断裂及び分断がないことや，分断をマネージメントする

能力。結束的な社会は帰属意識を生み出し，信頼を促進し，排除や周縁化と戦い，メンバーに上向

きの可動性の機会を提供する」（ＵＮ， ２０１６：２１）としている。その背景には，社会的排除をなくすた

めに社会的統合や社会的包摂を進め，社会的結束を促進していくといったフローがある。換言すれ

ば，社会的結束をめざし実現していくために，社会統合ないし，社会的包摂を進めていく必要があ

ると解釈できる。

社会的結束の特性・要素に関してジェーン・ジェンソン（Jane Jenson）の論は，多くの論者に引

用されており示唆的である。ジェンソンはフランス，カナダ，ＯＥＣＤ，そしてローマのクラブにお

ける公式または準公式文書を評価し，社会的結束の概念の唯一の定義が困難であることを示しつつ，

共通する５つの要素として「帰属」「包摂」「参加」「承認」「正当性」を位置づけている（Jenson， 

１９９８：１５－１７；Jenson， ２００２：１４３－１４４）。

坪田（２０１２）はジェンソンらの論を参照しながら，社会的結束とシティズンシップに言及してい

る。坪田は「対等にそのまま尊重された上で，葛藤が起きた場合には，そのすべての集団の協議の

下に合意できる点を探りあい，その合意できる点において新しい価値をつくりだしていく。その新

たな共有価値の下で互いにつながり合うこと」（坪田，２０１２：４８）を社会的結束として位置づけている。

こうした社会の実現に向けて求められるシティズンシップとしては，「マイノリティをはじめとする

さまざまな差異，すなわち『深い多様性の尊重』を前提として捉える見方や価値観を持ち，対話や合

意に基づく，それぞれの集団が必要とする個別の対応を通して共生を図る態度，意欲，スキル，そ

してそれらのことの必要性の認識を持つ」（坪田，２０１２：４８）こととして言及している。

麻野（２０２１）は，先述の国連が示す社会的結束と社会的統合及び社会的包摂の関係図を参照しな

がら，日本の自治体における外国人住民の社会的統合・包摂のあり方を論じている。坪田の論とも

類似しており，麻野は外国人住民とホスト・コミュニティの双方向の関係性や合意形成，さらには

対等な立場での協働が進められていくことの必要性を論じている。また，「外国人住民とホスト・コ

ミュニティの関係は彼らの存在をコミュニティが認知し肯定するだけでなく，社会的統合・包摂へ

の基盤が提供され，また一方で外国人住民が社会的価値観や習慣，言語等を取得し，コミュニティ

が彼らのメンバーシップを承認していく双方向のプロセス」の必要性，さらに自治体においては

「外国人住民とコミュニティが双方向に作用し合い，新しいメンバーを迎えたコミュニティ自身が変

容しながら社会的結束を強化していく」といったプロセスを施策としてデザインしていくことの必

要性を提起している（麻野，２０２１：５３）。

麻野の論は社会的結束に向けた自治体施策のデザイン化に主眼が置かれているが，その実現すべ

き社会像として，コミュニティ内での参加・承認，双方の信頼関係や対等な立場での協働関係など

による社会的結束の強化としても解釈することができる。

坪田や麻野の論のように，地域が進める政策の先として社会的結束の強化を見据えていく必要が

あり，そのプロセスとして社会参加をはじめ，基本的なサービスや権利の付与といった社会統合政

策が位置づけられる。すなわち，地域の社会的結束を強化・形成していく流れの中で，ローカル・

シティズンシップは検討されていく必要がある。ＭＣ２ＣＭでは，２０２１ 年にローカル・シティズン
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シップをテーマにしたピア・ラーニング・イベントがグルノーブルで開催され，各都市の実践事例

の紹介とともに，ローカル・シティズンシップの論点整理が行われている。ここで整理されたロー

カル・シティズンシップも基礎的なサービスや権利の保障だけでなく，包摂の観点から参加促進や

承認，帰属意識やアイデンティティの強化，対等な立場での協働などを進めていくことが示唆され

ており，社会的結束も含んでいるといえる。次項ではこの報告書での論点を整理し，その後に日本

の自治体でのローカル・シティズンシップとしての社会統合政策についてみていくことにしよう。

⑵ ＭＣ２ＣＭにおけるローカル・シティズンシップの構成要素と分類

ローカル・シティズンシップは，都市への居住に基づく基本的なサービスへのアクセスや権利

の享受といった実質的なシティズンシップとして特徴を持っている。このピア・ラーニング・イベ

ントの報告書においても，「居住に基づいて権利へのアクセスを許可し，国内または国際レベルで

付与された権利へのアクセスを促進し，可能な場合は地域の行動を通じて権利のギャップを埋め

る」（ＩＣＰＭＤ， ＭＣ２ＣＭ， UCLG Learning， UCLG-CSIPDHR eds.， ２０２１：１０）とローカル・シティズン

シップを特徴づけている。ローカル・シティズンシップは都市との関連が深く，同報告書におい

ても「移民は都市での日々の生活や住民との相互行為に基づき事実上の『市民』になり，都市は帰

属や相互のアイデンティティの意識が個人的に，また集合的に獲得される場」（ＩＣＰＭＤ， ＭＣ２ＣＭ， 

UCLG Learning， UCLG-CSIPDHR eds.， ２０２１：１０）として言及されている。そしてこのプロジェクト

では，ローカル・シティズンシップとして地域の視点（地域の政策施行者）から共生，共有されたア

イデンティティや帰属に関する変革的な概念を確立しながら，地位にかかわらずすべての都市住民

が社会的包摂や人権にアクセスできる道筋を誘発する包括的なビジョンを提案しようとしている

（ＩＣＰＭＤ， ＭＣ２ＣＭ， UCLG Learning， UCLG-CSIPDHR eds.， ２０２１：１０）。こうした枠組みや構想の中で，

ローカル・シティズンシップは社会的結束を見据え，社会的包摂を進めることとして解釈すること

が可能だといえる。

報告書において包摂は，「都市生活における帰属意識や（社会的，政治的，文化的，経済的もしく

は公共空間の慣習の観点いずれにおいても）完全な参加を強化すること」（ＩＣＰＭＤ， ＭＣ２ＣＭ， UCLG 

Learning， UCLG-CSIPDHR eds.， ２０２１：３）として理解されている。こうした中，包摂的なローカル・

シティズンシップとして「基本的サービスへのアクセス」「政治的参加」「帰属の意識」「人権や非

差別」「集合的記憶や異文化性」「法的地位」の６つの要素が提示される一方，「承認と政治参加

（Recognition and political participation）」「包摂：コミュニティや都市アイデンティティの共有され

た意識 ＊４（Inclusion: Shared sense of community and urban identity）」「ケア：人権，アクセスや差別禁

止（Care: Human Rights, access and non-discrimination）」としても集約されている（ＭＣ２ＣＭ，UCLG 

Learning，UCLG-CSIPDHR eds.， ２０２１：９－１３）。これらは上記の６つの要素を包含する分類として理解

できる。

ＭＣ２ＣＭが示すローカル・シティズンシップの要素は，各都市間の実践事例を基にした分類と

してみなすことができることから，本論ではこれらの分類をローカル・シティズンシップに関連

する視点として採用することにする。しかし，これらの視点に基づく枠組みは提示されているが，
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ＭＩＰＥＸのように権威づけされた指標としては確立されていないため，分析・分類の視点としてと

らえ，この分類の下位レベルの評価項目を設定していく。

３　地域における社会統合政策の整理と分析

⑴ 地方自治体の区分と選定

ローカル・シティズンシップに関する取組及びプログラムを整理・比較するにあたっては，各地

方自治体が策定している「多文化共生推進プラン（方針）」ないし「国際化推進計画」を活用する。

そのほか，関連施策として「人権施策推進計画」「男女共同参画推進計画」を参照することにする。

地方自治体の選定にあたっては，外国人の受け入れや外国人の必要性が高くなった年代区分を一つ

の軸に据え，上記の分類区分に即して自治体をピックアップした（図１）＊５。

第３期の分類名は，リーマンショックや東日本大震災を機に外国籍者の構成が変わってくる中 ＊６，

これまで主流となっていた国籍とは異なる国籍の「外国人材」の受け入れに転換し，日本社会の経

済活動を維持していく観点から「活力維持型」とした。現在も含めこの間，地方を中心とした人口

減少や少子高齢化の進行，経済の停滞といった状況を打開し日本社会の活力を維持するために，特

定の産業分野における人手不足の解消，優秀な人材や高度人材の確保が進められている。その結果，

国籍や受け入れ職種の多様化，地方部での受け入れの拡大など，これまで以上に様相が多元化・多

極化しているといえる。

なお，取得できる資料の関係上，自治体の選定はいく分恣意的になっており，その点に留意して

分析を行っている（表１）。

図１　年代区分にみる外国人の受け入れ形態
出典：「人権型」「国際型」の分類と名称は山脇（2011）を引用。期間区分は山下（2016）を参照。表は筆者が作成。

1970 年代以前
（第１期：人権型）

1980 年代～ 2008 年
（第２期：国際型）

2009 年以降から現在
（第３期：活力維持型）

戦前・戦後からの
日本在住の特別永住

定住・永住外国人
研修生・実習生，留学生

EPA 経済連携協定による
看護師・介護福祉士候補

高度人材・留学生
技能実習や特定技能

【該当する主な外国人の国籍】
 韓国・朝鮮籍，中国籍　等

【政策が求められる社会背景】
・在日外国人の人権の尊重
・生活支援

【該当する主な外国人の国籍】
 ブラジル籍，ペルー籍，
 フィリピン籍，中国籍　等

【政策が求められる社会背景】
・労働力の確保
・日本の国内外の国際化

【該当する主な外国人の国籍】
 ベトナム籍，インドネシア籍，
 ネパール籍，フィリピン籍　等

【政策が求められる社会背景】
・労働力・人材の確保
・地域創生（地方の活力維持・
　向上）
・グローバルな競争への対応



115移民政策研究　第 15 号

⑵ 分析視点

分析視点は，ＭＣ２ＣＭの報告者において整理された内容をはじめ，一部ＭＩＰＥＸや Nagai の論

文を基に個別項目を整理した（表２）。なお，この個別項目はＭＩＰＥＸのように検討・検証され，権

威づけされた指標というよりもあくまで筆者が自治体間の比較を試みるために設けた個別項目であ

ることは強調しておく。この分析視点に基づき，計画への施策の掲載状況を基に点数化し，項目ご

表１　各自治体の外国人比率，主要な国籍及び在留資格

自治体名 人 口 外国人人口
（外国人比率） 主要な国籍 上位の主な在留資格

第
１
期
群

神奈川県
川崎市 1,540,953 人 45,757 人

（2.97%）
中国，韓国，フィリピン，
ベトナム，ネパール

永住者，技人国※，特別永住者，
家族滞在，留学

京都府
京都市 1,395,594 人 44,365 人

（3.18%）
韓国，中国，ベトナム，
フィリピン，米国

特別永住者，留学，永住者，
技人国，家族滞在

大阪府
八尾市 264,313 人 7,906 人

（2.99%）
韓国，ベトナム，中国，
フィリピン，ネパール

永住者，特別永住者，技能実習※，
定住者，技人国

兵庫県
神戸市 1,521,079 人 48,711 人

（3.20%）
韓国，中国，ベトナム，
ネパール，フィリピン

特別永住者，永住者，留学，
家族滞在，技人国

広島県
広島市 1,191,680 人 19,791 人

（1.66%）
中国，韓国，ベトナム，
フィリピン，ブラジル

永住者，特別永住者，技能実習，
技人国，留学

福岡県
北九州市 939,822 人 13,380 人

（1.42%）
韓国，ベトナム，中国，
ネパール，フィリピン

特別永住者，永住者，留学，
技能実習，技人国

第
２
期
群

埼玉県
川口市＊ 607,322 人 38,962 人

（6.42%）
中国，ベトナム，韓国，
フィリピン，ネパール

永住者，技人国，家族滞在，留学，
特定活動

静岡県
浜松市 797,300 人 26,107 人

（3.27%）
ブラジル，フィリピン，
ベトナム，中国，韓国

永住者，定住者，技能実習，
日本人の配偶者等，技人国

三重県
四日市市 310,319 人 10,512 人

（3.39%）
ブラジル，ベトナム，中国，
韓国，フィリピン

永住者，定住者，特別永住者，
技能実習，技人国

愛知県
豊橋市 373,615 人 18,939 人

（5.07％）
ブラジル，フィリピン，
中国，ベトナム，韓国

永住者，定住者，技能実習，
日本人の配偶者等，特別永住者

岐阜県
可児市 101,121 人 8,164 人

（8.07％）
フィリピン，ブラジル，
ベトナム，中国，韓国

永住者，定住者，技能実習，
日本人の配偶者等，
永住者の配偶者等

長野県
飯田市 98,795 人 2,182 人

（2.21％）
中国，フィリピン，ブラジル，
ベトナム，韓国

永住者，技能実習，定住者，
日本人の配偶者等，
永住者の配偶者等

第
３
期
群

鳥取県
鳥取市 185,081 人 1,488 人

（0.80％）
ベトナム，中国，韓国，
フィリピン，インドネシア

技能実習，永住者，特別永住者，
留学，技人国

島根県
松江市 199,827 人 1,526 人

（0.76％）
中国，ベトナム，
フィリピン，韓国，米国

永住者，技能実習，留学，
特別永住者，技人国

岩手県
釜石市 31,738 人 255 人

（0.80％）
ベトナム，フィリピン，
中国，米国，韓国

技能実習，特定活動，永住者，
家族滞在，日本人の配偶者等

島根県
雲南市 36,696 人 217 人

（0.59％）
ベトナム，中国，
フィリピン，韓国，米国

技能実習，永住者，特別永住者，
特定活動，教育

京都府
京丹後市 53,090 人 453 人

（0.85％）
ベトナム，フィリピン，
韓国，中国，ネパール

永住者，技能実習，特別永住者，
技人国，特定活動

兵庫県
豊岡市 79,308 人 836 人

（1.05％）
ベトナム，フィリピン，
中国，韓国，インドネシア

技能実習，永住者，技人国，
定住者，日本人の配偶者等

※技人国は，「技術・人文知識・国際業務」の略。
＊川口市はもともとオールドカマーの在日コリアンが多い自治体であったが，1980 年代以降の中国人を中心としたニュー
カマーの来訪による外国人の増加のほうが顕著であるため，第２期群に位置づけた。他の自治体も同様に，多文化共生及び
国際化に関する政策が着目されはじめた背景に比重を置き，分類している場合もある。
出典：各市町住民基本台帳及び出入国在留管理庁在留外国人統計（2021 年６月末及び７月１日）をもとに作成。
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表２　「承認と政治参加」「包摂」「ケア」の個別項目一覧
区 分 個別項目

承認と政治参加 ・地域アイデンティティ
　外国人と日本人との会話や交流の機会，地域活動や政治的な参加機会
・開発協力
　外国人と日本人との協働によるまちづくりや活動
・包摂的な公共空間
　外国人の相談や情報交換，交流の場，機会の構築
・歴史的記憶
　モニュメントをはじめ，移民に関する展示・記憶化
・外国人評議会
　外国人市民会議などの外国人の政治参加に関する会議体の設立
・草の根的組織への支援
　外国人市民団体の設立支援・活動支援
・参加型民主主義
　ロビー活動，オンブズマン，会議体への参加や意見聴取・政策提言の機会

包摂
コミュニティや都市
アイデンティティの
共有された意識

・ガイダンスと認識の向上
市民生活の案内及び生活に関するオリエンテーション，日本での生活に関する情報や案
内の提供

・文化的アプローチ
　スポーツや文化行事などの交流機会
・積極的な語り
　外国人の貢献・能力，活躍を伝えたり，表彰や公表したりする機会
・言語のまなび
　日本語教室，言語を学ぶ機会の提供，子どもへの日本語学習機会の提供
・労働市場へのアクセス

職業訓練，公民及び学校等を含めた就労の相談・情報提供，労働環境の整備・改善に向
けた企業への啓発，就業に関する企業への働きかけ

・社会ネットワークの育成
　人材育成，自治会・地域組織への加入促進
・教育へのアクセス

就学児童の把握・入学奨励，進路相談，多言語支援，補講や日本語学習，不就学児への支援，
親子間や保護者と学校のコミュニケーションギャップ等の課題への対応，教員研修

・多様性を顧みるための学校カリキュラム
国際理解・多文化共生に関する教育，外国人の自国のアイデンティティを育む学習支援，
自国語学習の支援

ケア
人権，アクセスと
差別禁止

・差別の禁止に向けた制度
　差別の禁止に関する条例制定，差別解消や人権に関する計画と推進，取組
・行政職員へのトレーニング
　やさしい日本語の学習，人権・差別解消や多文化共生に関する職員研修
・ジェンダーの主流化
　ジェンダーを踏まえた政策・施策の展開
・包摂的な行政（管理）

行政による相談，外国人市民への情報提供，相談員やコーディネータの配置，やさしい
日本語や多言語対応

・基礎的なサービスへのアクセス
　保健医療福祉，防災，住宅等に関するサービス提供・情報提供・多言語支援
・地域居住カード
　住民基本台帳以外に独自の居住カードの発行及び登録
・拡大された社会的サービス
　基礎的なサービスに加え，多言語支援，通訳や相談，情報提供

出典：MC2CM 等の項目を踏まえ，筆者が作成
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との点数を明らかにする。点数は，各個別項目において未実施（記載がない，未実施，実施の有無がわ

からない）を０点，施策・取組の記載はないが，「間接的な方向性のみ記載，または他の計画での記

載で補完」「取組の記載があるが内容が薄い」を ２．５ 点，「計画への取組の記載がある」を４点，「計

画への取組に関する記載があり，国以上の記載及び自治体独自の取組がある」を５点としている ＊７。

この分析においては，あくまで計画書への記載や取組の方針を分析の着眼点にしており，政策・施

策の実施状況やその質的な評価には及んでいないことは留意点としておく。その一方，政策評価に

おける判定者の恣意的な視点の排除の困難さを近藤（２０１２）が指摘しているが，その点は本論にお

いても完全に払拭できない現状があると考えている。しかし，その点は政策・施策の実施状況では

なく，計画への記述の有無に着目することによりある程度の視点の客観性を担保し，分類・整理を

行うことができていると考えている。

ハンマー（Hammar， １９９０）は，外国人の権利が国民の権利とは異なる発展段階をたどり，最終

的に「政治的権利」が承認されることを３つのゲートをもとに示している（Hammar， １９９０：２１）が，

このことは地域でも該当するといえる。ＭＩＰＥＸの指標の考え方をはじめ，ＭＣ２ＣＭのローカル・

シティズンシップや社会的結束の議論からも「承認と政治参加」が「包摂」や「ケア」と並列な関

係というよりも，深度のある何らかの段階的な関係であることが推測される。そのようにとらえ，

地域の社会統合政策においても外国人の政治参加は，最終的に保障される権利として位置づけられ

るといった仮説のもと，「承認と政治参加」「包摂」「ケア」の関係性を明らかにしていく必要がある。

こうした関係性を踏まえ，「承認と政治参加」がどのような枠組みにおいて促進されていくのかも

分析していく必要があろう。その枠組みとしては，主に外国人比率の多さや在留資格があげられる。

特に地方自治体の財政を考慮すると，政策立案・実行の観点から多数の市民ニーズや需要に基づき

必要な政策に財源が配分されるといえる。塚谷が指摘しているように，地域における少子高齢化や

人口減少を背景に外国人による労働力はより一層必要となってきており，社会統合政策が充実して

きている一方，地域における財政的な負担や不足は否めない事実となっている（Tsukatani， ２０１９：２２

－２３）。この点を加味すると，多文化共生の推進に対する財政的な限界がある中，外国人や長期滞在

の外国人が多い地域のほうが，外国人の権利の拡充が図られていると考えられる。こうした観点も

第２の視点として仮説に位置づけ，分析・検証してみよう。

⑶ 分析の結果

⒜承認と政治参加

「承認と政治参加」では，「包摂」「ケア」に比べ全体的にどの自治体でも点数が低く，点数のつき

方にも自治体間でばらつきがあり，政策としての未成熟さと自治体間での政策の方向性に相違がみ

られる（表３）。最高得点は可児市の ３．８４ 点，次いで川崎市が ３．７６ 点と３点台となっている。特に

自助組織への支援（「草の根的組織への支援」）に対しては，各自治体での記述においてばらつきがみら

れるとともに，「歴史的記憶」についての直接的な記述は各自治体において皆無である。第１期群の

ように外国人の受け入れが早い自治体，また外国人数が多い自治体のほうが外国人市民会議をはじ

めとする外国人の政治的な参加を促進している傾向がある。第３期群に該当する自治体は，この項
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目に関する施策の整備が不十分であることがうかがえる。

第２期群では可児市，浜松市の点数が高い一方，川口市は極端に点数が低く，点数にばらつきが

みられる。これは川口市を除く自治体が，現在もしくは過去において外国人集住都市会議に参加し

ていたことに起因すると考えられる。この会議体において情報や課題，事例などが共有され，各自

治体の政策にも反映されてきた結果とも見受けられる。一方，川口市は首都圏近郊のベッドタウン

であり，在留資格も技人国，家族滞在，留学，特定活動などが多く，東海地方を中心とした都市と

は異なる傾向がみられる。「包摂」も同様であるが，こうした居住する外国人の傾向も結果に影響し

ていると考えられる。

⒝包摂

「包摂」では全体的に点数が高い傾向にあり，生活の案内に関する「ガイダンスと認識の向

上」，日本語を学ぶ機会としての「言語のまなび」，自治会への加入促進や人材の育成に関する「社

会ネットワークの育成」，教育を受ける権利に関連する「教育へのアクセス」は各自治体で高い点

数となっており，参加の手段やきっかけをつくるといった包摂を中心とした施策に傾注している

ことがうかがえる（表４）。一方，活躍している外国人市民を表彰したり，活動を紹介したりする

「積極的な語り口」では，浜松市以外は明確な記述はなく，点数に差が出ている。そのほかのばら

つきとしては，外国籍の子どもたちに対する母語学習やアイデンティティをはぐくむためのカリ

表３　「承認と政治参加」の各スコア
地域

アイデン
ティティ

開発協力 包摂的な
公共空間

歴史的
記憶

外国人
評議会

草の根的
組織への

支援

参加型
民主主義 平 均

川崎市 3.8 2.5 5.0 0.0 5.0 5.0 5.0 3.76
京都市 3.0 4.0 5.0 0.0 5.0 0.0 4.0 3.00
八尾市 2.9 2.5 2.5 0.0 5.0 0.0 4.0 2.41
神戸市 2.9 4.0 5.0 0.0 5.0 4.0 2.5 3.34
広島市 2.1 0.0 4.0 0.0 4.0 0.0 4.0 2.01
北九州市 3.5 4.0 0.0 0.0 5.0 2.5 4.0 2.71
川口市 1.8 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.61
浜松市 4.5 4.0 5.0 0.0 5.0 5.0 2.5 3.71
四日市市 3.3 4.0 5.0 0.0 5.0 0.0 4.0 3.04
豊橋市 2.9 2.5 2.5 0.0 5.0 0.0 4.0 2.41
可児市 3.9 4.0 5.0 0.0 5.0 5.0 4.0 3.84
飯田市 2.6 4.0 2.5 2.5 0.0 4.0 2.5 2.59
鳥取市 1.9 2.5 2.5 0.0 0.0 0.0 4.0 1.56
松江市 1.6 2.5 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.94
釜石市 1.6 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.59
雲南市 1.9 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 1.20
京丹後市 2.2 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 1.24
豊岡市 1.8 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.61
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表４　「包摂」の各スコア

ガイダン
スと認識
の向上

文化的
アプローチ

積極的
な語り口

言語の
まなび

労働市場
への

アクセス

社会
ネット
ワーク
の育成

教育への
アクセス

多様性を
考慮した
学校カリ
キュラム

平 均

川崎市 5.0 4.0 0.0 5.0 4.0 5.0 5.0 5.0 4.13
京都市 4.0 4.0 0.0 5.0 4.0 4.0 5.0 5.0 3.88
八尾市 5.0 4.0 0.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 4.25
神戸市 5.0 5.0 0.0 5.0 4.0 0.0 4.0 5.0 3.50
広島市 5.0 2.5 0.0 4.0 2.5 4.0 4.0 5.0 3.38
北九州市 4.0 4.0 0.0 5.0 4.0 5.0 4.0 2.5 3.56
川口市 5.0 2.5 2.5 5.0 0.0 5.0 4.0 2.5 3.31
浜松市 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.00
四日市市 5.0 5.0 0.0 5.0 5.0 5.0 5.0 2.5 4.06
豊橋市 5.0 4.0 0.0 5.0 5.0 5.0 5.0 2.5 3.94
可児市 5.0 4.0 0.0 5.0 5.0 5.0 5.0 4.0 4.13
飯田市 5.0 2.5 0.0 5.0 4.0 5.0 5.0 2.5 3.63
鳥取市 5.0 4.0 0.0 2.5 5.0 2.5 4.0 2.5 3.19
松江市 4.0 4.0 0.0 5.0 5.0 5.0 4.0 2.5 3.69
釜石市 4.0 5.0 0.0 2.5 0.0 4.0 4.0 2.5 2.75
雲南市 0.0 2.5 0.0 4.0 2.5 4.0 2.5 2.5 2.25
京丹後市 5.0 4.0 2.5 5.0 5.0 2.5 2.5 4.0 3.81
豊岡市 4.0 5.0 0.0 5.0 4.0 5.0 4.0 4.0 3.88

キュラムなどへの記述に差がみられている。

⒞ケア

「ケア」では第１期群に分類される自治体において４点台を超えており，点数が他の自治体に比べ

高くなっている（表５）。特に，川崎市，広島市では「差別の禁止に向けた制度」「ジェンダーの主

流化」に対する点数が高く，それぞれ人権に関連した条例や取組が充実していたり，ジェンダーに

関しても他計画での補完だけでなく，ＤＶに関する施策が当該計画に設けられたりするなど，他の

自治体に比べ人権に関する視点がより強く打ち出されている。国の計画同様に各自治体においては，

外国人市民への多言語による情報提供をはじめ，相談窓口の設置，通訳や多文化コーディネータの

配置など，外国人市民への基礎的なサービス提供や権利へのアクセスがより円滑に行われるように

するための窓口や人員の配置などが施策として位置づけられている。基礎的なサービスとして，保

健・医療・福祉に関するサービスへの多言語対応やサービスを受けられるようにするための取組も

各自治体で進められている。防災に関する取組もこれまでの国における政策や近年の多発する災害

状況を踏まえ，記載がされている。
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⑷ 各分析視点を基にした結果の整理

⒜「承認と政治参加」「包摂」「ケア」の関連性について

ハンマーの論でも言及されるように，ローカルも含めたシティズンシップは，権利における段階

的な関係がみてとれる。この視点を持って，「承認と政治参加」「包摂」「ケア」の各自治体の平均

点を分布図に落とし込んでみた（図２・表６）。外国人の受け入れ時期別に結果をみると，オールド

カマーを中心とした外国人が多い第１期群では，一部わずかに「包摂」よりである自治体もあるも

のの，傾向的に「ケア」を中心とした施策に傾注していることがうかがえる。東海圏を中心とした

ニューカマーの受け入れが進んできた第２期群は，包摂分野での施策を中心に展開していることが

うかがえる。山陰地方などの過疎地にあたる自治体で，技能実習や特定技能，留学生などが比較的

多く，またプラン策定において後発的な自治体群となる第３期群では，第１期群，第２期群に比べ，

包摂分野，ケア分野ともに点数は低くなっている。その一方，第３期群のうち国の計画に準じて記

載している自治体は，比較的点数が高くなっていることも考えられ，その点に留意する必要があ

る。そのほか計画策定の留意点としては，住民参画により住民が納得できる計画をつくること（西野，

２０２０：７５）や，「政策の総合化」「内部化の信頼」「人材育成・活用」（松井，２０２０：８９－９５）の観点から

職員参画の必要性などがある。これらは計画への民意や地域の実情の反映，計画の実行性の担保の

ために必要な取組と解釈できる。竹沢（２００９）は多文化共生における行政施策の立案プロセスが短

期間で行われることや，有識者へのアリバイづくりのような意見聴取といった形式的な行為にジレ

表５　「ケア」の各スコア
差別の禁止
に向けた

制度

行政職員
へのトレー

ニング

ジェンダー
の主流化

包摂的な
行政

基礎的な
サービスへ
のアクセス

地域居住
カード

拡大された
社会的

サービス
平 均

川崎市 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 2.5 5.0 4.64
京都市 4.0 5.0 2.5 5.0 4.0 2.5 4.5 3.93
八尾市 4.0 5.0 2.5 5.0 5.0 2.5 5.0 4.14
神戸市 5.0 2.5 2.5 5.0 5.0 2.5 5.0 3.93
広島市 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 2.5 5.0 4.64
北九州市 4.0 5.0 2.5 5.0 5.0 2.5 5.0 4.14
川口市 2.5 4.0 2.5 5.0 5.0 2.5 5.0 3.79
浜松市 2.5 2.5 2.5 5.0 5.0 2.5 5.0 3.57
四日市市 2.5 5.0 4.0 5.0 5.0 2.5 5.0 4.14
豊橋市 2.5 4.0 2.5 5.0 5.0 2.5 5.0 3.79
可児市 4.0 2.5 2.5 5.0 5.0 2.5 5.0 3.79
飯田市 2.5 5.0 2.5 5.0 4.0 2.5 4.5 3.71
鳥取市 2.5 5.0 2.5 5.0 4.0 2.5 4.5 3.71
松江市 4.0 2.5 2.5 5.0 4.0 2.5 4.5 3.57
釜石市 0.0 2.5 0.0 5.0 2.5 2.5 3.8 2.33
雲南市 2.5 4.0 2.5 5.0 2.5 2.5 3.8 3.26
京丹後市 2.5 0.0 2.5 4.0 4.0 2.5 4.0 2.79
豊岡市 2.5 0.0 2.5 4.0 4.0 2.5 4.0 2.79
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ンマを感じている（竹沢，２００９：９３）。この点は筆者の経験上からも感じることであり，希有なケー

スといえるが，計画を通していくためにできない施策を多々盛り込み計画内容をよりよくみせたり，

逆に実行性を優先しすぎ，現行の取組やできることしか盛り込まなかったりする計画もある。行政

文書特有の書きぶりも実態との乖離を生む一因として考えられる。

一方，川崎市，浜松市，可児市のように，包摂分野ないしケア分野の点数が高い自治体のほう

が，承認と政治参加分野の点数が比較的高くなっている傾向がある。この点について２分野間の相

関をみると，「承認と政治参加」と「包摂」は ｒ ｓ＝ ０．６２ であり，「承認と政治参加」と「ケア」は

ｒ ｓ＝０．５９ と比較的相関がみられる。一方，「包摂」と「ケア」間では ｒ ｓ＝０．２９ となっているが，偏

相関でみると疑似相関となっており，相関はみられない。こうした点からも自治体により「包摂」

「ケア」どちらかに施策の比重が偏る傾向がある一方，これらの施策に注力している自治体のほうが

「承認や政治参加」に関する施策の充実を図っていこうとする傾向が読み取れる。また，「包摂」や

「ケア」に対する施策を通じて，外国人市民に対し寛容な自治体になっていくことが推察される。

近年の日本における自治体の政策は国の傾向も踏まえ，外国人の社会参加に視点を置いた「包摂」

を推進しようとする視点が強くなってきているが，今後の傾向として，こうした「包摂」をはじめ，

社会的な権利を保障する「ケア」を進める中で，「承認や政治参加」に関する政策も進んでいく可能

性がある。しかし，前２者に比べ，「承認と政治参加」はより点数が低くなっている。特に，第３

表６　各群にみる「承認と政治参加」「包摂」「ケア」の平均スコア
承認と政治参加 包 摂 ケ ア

第１期群 2.87 3.78 4.24
第２期群 2.70 4.01 3.80
第３期群 1.02 3.26 3.07
全体平均 2.20 3.68 3.70

5.2

4.7

4.2

3.7ケ
ア

包摂

凡例
1期 2期 3期

3.2

2.7

2.2
2.2 2.7 3.2 3.7 4.2 4.7 5.2

（点）

雲南市
1.2

釜石市
0.59

鳥取市
1.56

川口市
0.61

神戸市神戸市
3.343.34

広島市広島市
2.012.01

浜松市浜松市
3.713.71松江市松江市

0.940.94

神戸市
3.34

広島市
2.01

京都市
3.00

川崎市
3.76 
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2.41
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0.94
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1.24
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2.71

図２　「承認と政治参加」「包摂」「ケア」にみる各スコアの分布図
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期群にあたる後発的な自治体群では，外

国人市民の評議会や団体への活動支援と

いった視点での点数が低くなっている。

このことは自治体の総人口に占める外国

人比率などとも関係していることがうか

がえる。

⒝「承認と政治参加」と在留資格等の関

係性

「承認と政治参加」は自治体間で点数

に差がみられ，この分野をどの程度権利

として付与していくかが自治体間でも分

かれているといえる。こうした自治体間

の差に影響する要因を外国人人口比率及

び在留資格に着目して分析してみよう。

総人口に占める外国人比率と「承認

と政治参加」の各自治体の点数を回帰分

析によりみてみると，緩やかな正の相関

はあるものの，有意な結果はみられない

（図３）。特に外れ値となるような結果も

あり，この影響が大きいものと考えられ

る ＊８。こうした影響を除いた場合，重相

関決定係数も変わってくることから，外

国人人口の多少も「承認と政治参加」に

対する政策・施策に影響することが考え

られる。

続いて在留資格の長期滞在と短期滞在

に着目し，全在留資格に占める「永住」

「特別永住」「定住」の割合及び「技能実

習」の割合と，「承認と政治参加」を比

較してみた（図４・５）。前者の回帰分析

では，重相関決定係数は ０．５５１６ で説明力は若干低いといえるかもしれないが，ｒ ＝０．７４ と強い相関

はみられ，有意な結果もみられている。一方，後者の重相関決定係数は ０．４４１，ｒ ＝０．６６ とやや強い

相関はみられており，有意な結果もみられている。つまり，永住や定住といった長期滞在の外国人

が多い自治体のほうが「承認や政治参加」に対する政策的志向や寛容性をもった政策が行われてい

ることが考えられるのである。

在留資格に占める「永住」「特別永住」「定住」の割合
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図３　総人口に占める外国人比率と 「承認と政治参加」

図４　在留資格 （永住＋特別永住＋定住） と 「承認と政治
参加」

図５　在留資格 （技能実習） と 「承認と政治参加」
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外国人人口比率の高さや在留資格において，長期滞在の外国人が多い自治体のほうが，政治的参

加などのローカル・シティズンシップを付与する幅がより広いということがいえる。こうした権利

を外国人市民が実際に享受し，実践に至っているのかは十分に論証できていないが，制度設計の段

階では，外国人や長期滞在の外国人が多い自治体のほうが，少なからず政策において市政への参加

や民主主義的参加なども視野に入れていることがうかがえる。一方，技能実習をはじめとする一時

滞在の外国人に対する権利をどこまで拡大していくのかは，今後，自治体間での検討が必要な分野

であるといえよう。こうした外国人の市政への参加や承認をどこまで認め，どのような政策が展開

されるのかは，今後も注視していく必要がある。

４　おわりに

本論では各自治体のローカル・シティズンシップについて社会統合政策に着目し，その実質的な

権利やサービスの付与に向けた取組がどのように位置づけられ，展開されているのかを自治体間の

比較の中で分析してきた。

分析視点の設定に向け，社会的結束に関する論考と併せてＭＣ２ＣＭに着目し，「承認と政治参加」

「包摂」「ケア」といったローカル・シティズンシップの視点や枠組みを参照することにした。この

３区分とともに，外国人の受け入れや政策を講じはじめた時期に応じて第１期群から第３期群に自

治体を分類し，その視点も含め分析を行った。

第１期群から第３期群において，それぞれ比重は異なるものの「包摂」「ケア」の点数が高く，こ

れらの分野を中心に政策が形成されている一方，「承認と政治参加」は前２者に比べ，相対的に点数

は低くなっている。これらの政策・施策においては整備が不十分もしくはこの分野まで視野に入れ

ていない自治体が多いといえる。こうした観点やハンマーの論を踏まえると，社会参加への環境整

備，基礎的なサービスや権利の保障がまず進められていき，さらにその先に「承認や政治参加」と

いった地域への帰属意識や民主的な参加につながっていくことがうかがえる。すなわち，自治体間

での政策方針・視点は異なるものの，「包摂」や「ケア」を切り口にして政策・施策を推し進めるこ

とで，「承認や政治参加」に，そしてその後の社会的結束への強化にもつながっていく可能性がある。

さらに在留資格の長期滞在者または，短期滞在者のいずれが多いのかによっても自治体間の政策形

成は影響を受ける。今後の政策形成において，定住・永住資格の外国人が多い自治体ではこの権利

におけるさらなる享受や実践が問われる一方，短期滞在の外国人が多い自治体では，今後の長期滞

在への移行も想定した政策の発展と権利の付与が課題である。

各自治体において「承認と政治参加」の政策はさらなる成熟が必要であり，特に外国人の自助組

織への支援，民主的な参加，外国人と日本人との相互関係の構築と協働など，政策的な判断や財源

も加味しつつ，充実が望まれる。

本論の最後にＩＣＣとＭＣ２ＣＭに関して言及したい。本論ではＭＣ２ＣＭが示すローカル・シティ

ズンシップの視点や日本における外国人の受け入れの年代区分を設け，分析することにより自治体

間での政策的傾向を示した。例えば，ＩＣＣに関わりのある浜松市と神戸市をみると，前者が「包摂」
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に，後者が「ケア」に偏る傾向が見受けられる。一方，ＩＣＣ指数とＭＣ２ＣＭに基づくスコア結果

を比較すると，結果での相違が目につく。確かに本論で示した得点のうち，プラン上で確認できる

各自治体が注力している取組は点数が高く，ＩＣＣ指数とも概ね合致しているが，ＩＣＣ指数は広範

な分野に対して政策の実施側面から評価を行っているため，その点で相違が生じている。また浜松

市と神戸市のＩＣＣ指数では，浜松市（２０１７ 年結果）は「言語」「教育」「公共空間」「公共サービス」

「ビジネス・労働市場」「政治参加」「仲裁」で，神戸市は浜松市の結果に加えて「市の関与」「メディ

ア・広報」「新来者の歓迎」「異文化対応力」でＩＣＣサンプル平均よりも評価が低くなっている。「教

育」において浜松市は「不就学ゼロ作戦」などを行っているが，外国にルーツを持つ教員が少ない

ことで評価が低くなっている。そのほか，類似した要因や地方参政権が認められていないこと，取

組自体が未整備・未実施なども低評価の要因になっている（近藤，２０２２：１０－１１；山脇・上野，２０２１：

２５－２７）。このように比較対象となる都市の相違も評価結果に影響しているといえる。こうした点を

踏まえると，今後，実践的側面からのアプローチをはじめ，ＭＣ２ＣＭとＩＣＣプログラムや，ＩＣＣ

と多文化共生の関係性へのアプローチも必要である。これらは今後の課題として次の論考に委ねた

い。

＊１	 Nagai は，日本の地域間及び国と地域の統合政策の相違を分析している。その際にＭＩＰＥＸを用いているが，
ＭＩＰＥＸが移民の政治参加，国籍取得，家族の呼び寄せ，永住に比重を置いている半面，地域の政策はその点を
扱っていないことを指摘している（Nagai， ２０２０：２１）。Nagai の論考ではＭＩＰＥＸに項目を合わせつつも，項
目を一部減らしたり，読み替えたりしながら設定している観があり，ＭＩＰＥＸを地域の政策にそのまま当て込み，
分析することは少々困難であると考えられる。

＊２	 自治体間の社会統合政策を比較する指標にはインターカルチュラル・シティ指数（ＩＣＣ指数）がある。ＩＣＣ
のネットワークには ２０２２ 年時点で約 １６０ 都市が参加しており，日本では浜松市と加盟検討中の神戸市があげ
られる。ＩＣＣ指数は，主に政策の実施状況や都市の状況などを問う １２ 項目 ９０ 設問のアンケートを通じて把握
される。この指数は政策の成果・効果の評価というよりも，都市間や過去との比較により現在の当該都市の立
ち位置をはじめ，課題や今後必要な政策，ベンチマーク対象などを明らかにする相互学習ツールとなっている

（Council of Europe, “The Intercultural City Index 2019 -A Methodological Overview,” https://rm.coe.int/
the-intercultural-city-index-2019-a-methodological-overview/16809074ab, November １６, ２０２２）。この政策や指数
は本論で考慮していくべきであるが，都市像の達成や政策の深度が各自治体の志向や方針に依拠する点も大きく，
この指数を用いて各自治体を客観的に評価することは困難であると考えられるため，本論では参考までに留める。

＊３	 ＩＣＭＰＤ， “ＭＣ２ＣＭ ”， （https://www.icmpd.org/our-work/projects/mc2cm, August ２０, ２０２２）
＊４	 分野としての「包摂」は，レポート内で言及されるそのほかの「包摂的」や「社会的包摂」と若干異なる概念と

してとらえている。分野としての「包摂」は参加の促進や機会の提供といった観点が強く，帰属意識の強化など
はその結果としてとらえる必要があると筆者は考えている。

＊５	 各プランは継続的に改定され，第３期群の背景に対応した政策も含まれていくことが考えられるが，収集資料の
関係上，本論では各自治体の政策の変遷までは追えていない。この観点の分析は別の機会に委ねたい。

＊６	 山下はこの転換期を「ポスト中国」と呼び，中国籍者の増加が停滞し，新たな活力としてベトナムやネパールか
らの留学生や技能実習生が着目されはじめた時期としている（山下，２０１６：２５７－２５８）。

＊７	 点数を４段階にしていることについては，計画書の記載レベルが各自治体により統一されていないことに関連し
ている。実施を同点数にすることで，各自治体の取組の濃淡や独自性が点数に反映されないことを加味し，４点
と５点を設け，差が出るようにした。
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＊８	 実際の結果は ｒ ＝０．４６ であるが，分散及び回帰係数のＰ値は ０．０５ を若干上回っている。川口市のデータを除外し
た場合，重相関決定係数は ０．５４，ｒ ＝０．７４ であり，回帰係数も有意な結果が得られているが，どこまでを外れ値
とすべきか定かではないため，参考までに留める。
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In this paper, I attempt to clarify how measures for basic socio-political rights and 

services for foreigners as “local citizenship” are situated and deployed, comparing policies 

of multicultural coexistence among municipalities in Japan. Documents like “Migrant 

Integration Policy Index (MIPEX)” and the thematic reports of “Mediterranean City to City 

Migration (MC2CM)” indicate the relationship between social integration and inclusion, 

foreignersʼ local city identities, and strengthening social cohesion. Based on these premises, 

I score and quantify each policy based on a comparison of multicultural coexistence policies, 

while referring to “The plan of multicultural coexistence” of each municipality. I classify 

each policy from the perspective of “Recognition and political participation”, “Inclusion” 

and “care”, while referring to the thematic reports of MC2CM. The results of an analysis 

focusing on “Recognition and political participation” show it has the lowest score among the 

three categories, but this score correlates to the score of “inclusion” or “care.” In addition, it 

is considered related to the large number of foreigners and long-term stays of foreign legal 

residents.
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